
（様式５） 

判断基準が法令の定めに言い尽くされている場合の当該法令の規定 

 

審査基準（申請に対する処分関係） 

 

資料番号 12－１ 担当課 長寿介護課 

法令名 
戦没者等の遺族に対する

特別弔慰金支給法施行令 
根拠条項 １－３、１－４ 

許認可等

の内容 

特別買上償還に係る証明

書の交付 

（根拠規定） 

 

○戦没者等の遺族に対する特別弔慰金支給法施行令 

 

第一条 戦没者等の遺族に対する特別弔慰金支給法（以下「法」という。）第五条第二項の規定に

より発行する国債（以下この条において単に「国債」という。）について譲渡又は担保権の設定

をすることができるのは、次の各号のいずれかに該当する場合に限る。 

一 国に譲渡をする場合 

二 地方公共団体に対し担保権の設定をする場合 

三 財務省令で定める者に対し担保権の設定をする場合 

２ 前項第一号の規定により国債（財務大臣が定めるものに限る。）を国に譲渡しようとする者は、

災害その他特別の事情があると認められる場合を除き、次項又は第四項に規定する証明書を添

えて行わなければならない。 

３ 国債の記名者の居住地の都道府県知事は、国債の記名者の申出により、当該者が生活保護法

（昭和二十五年法律第百四十四号）第六条第一項に規定する被保護者その他経済的に困窮して

いるものであること及び当該国債につき法第四条に規定する裁定の取消しが行われていないこ

との確認をするものとし、当該確認をした当該都道府県知事は、その旨の証明書を交付するも

のとする。 

４ 国債の記名者の居住地の都道府県知事（国債の記名者が死亡した場合にあつては、当該国債

の記名者の死亡の際における居住地の都道府県知事）は、国債の記名者の破産管財人又は国債

の記名者が死亡した場合におけるその相続人若しくは相続財産の管理人の申出により、当該国

債の記名者の債務を弁済するために当該国債の記名者の財産又は相続財産の処分を必要とする

こと及び当該国債につき法第四条に規定する裁定の取消しが行われていないことの確認をする

ものとし、当該確認をした当該都道府県知事は、その旨の証明書を交付するものとする。 
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